
 

 

 

 

 

 

 

  

株式会社アイティフォー  

2025 年 3 月期第 2 四半期決算説明会 

 

2024 年 11 月 12 日 



 
 

1 
 

イベント概要 

 

[企業名]  株式会社アイティフォー  

 

[企業 ID]  4743 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] 決算説明会  

 

[イベント名]  2025 年 3 月期第 2 四半期決算説明会 

 

[決算期]  2025 年度 第 2 四半期  

 

[日程]   2024 年 11 月 12 日  

 

[ページ数]  31 

  

[時間]   16:00 – 17:00 

（合計：60 分、登壇：36 分、質疑応答：24 分） 

質疑応答については「2025 年 3 月期第 2 四半期決算説明会 質疑応答」をご

確認ください。 

 

[開催場所]  インターネット配信 

 

[会場面積]   

 

[出席人数]   

 

 

 

[登壇者]  5 名 
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代表取締役社長   佐藤 恒徳 （以下、佐藤） 

取締役常務執行役員 事業本部長 大枝 博隆 （以下、大枝） 

取締役執行役員 管理本部長  中山 かつお（以下、中山） 

取締役執行役員 決済ビジネス事業部長 

河野 一典 （以下、河野） 

経営企画部    多田 大介 （以下、多田） 
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登壇 

 

多田：皆様、本日はお集まりいただきありがとうございます。司会を務めさせていただきます株式

会社アイティフォー、経営企画部の多田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

それではお時間となりましたので、株式会社アイティフォー、2025 年 3 月期第 2 四半期決算説明

会を開催いたします。今回は決算説明会会場の模様をライブ配信しております。ライブ映像をご視

聴いただいている皆様もどうぞよろしくお願いいたします。 

では、はじめに本日の登壇者をご紹介させていただきます。 

代表取締役社長、佐藤恒徳でございます。常務取締役執行役員事業本部長、大枝博隆でございま

す。取締役執行役員管理本部長、中山かつおでございます。取締役執行役員決済ビジネス事業部

長、河野一典でございます。 

それでは、代表取締役社長の佐藤より、2025 年 3 月期第 2 四半期決算および事業概況についてご

説明させていただきます。佐藤社長、よろしくお願いいたします。 

佐藤：改めまして佐藤でございます。本日はお忙しい中、私どもの第 2 四半期決算説明会にご参加

ならびにご視聴いただきまして、誠にありがとうございます。時間も限られておりますので、早速

説明に入りたいと思います。 

実は、新しい中計がこの 4 月から始まっておりますが、今まで IR 動画というものを全く作ったこ

とがなかったのですが、1 人でも多くの方に当社のことを少しでも知っていただこうということで

IR 動画を作りました。2 分もかかりませんので、まずそれをこの機会にぜひご覧いただきたいと思

います。お願いします。 

映像：地域社会がこの先も持続的に成長するためにアイティフォーができること。人々のさまざま

なライフステージを支え、地域とともに豊かな未来をつくる。デジタル・キャッシュレス・セキュ

リティの 3 つのプラットフォームを連携させ、新たな価値創造に挑戦します。 

10 年後を見据えた経営計画、第 4 次中期経営計画が「FLY ON 2026」。事業戦略・人財戦略・企

業価値向上という 3 つの戦略を推進することで、既存事業を力強く発展させ、新規事業で飛躍的に

成長します。 
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そして新たなる挑戦が始まる。１人でも多くの方とハイタッチしたいという思いを込めたビジョン

「HIGH FIVE 2033」。事業の飛躍的向上・人財へのエンパワーメント・社会への影響力の拡大。

この基本方針のもと、地域還流型ビジネスを生み出す企業を目指します。生活を豊かにし、地域を

活性化し、さまざまな社会課題の解決の糸口を探ります。 

IT で人が笑顔になれる社会のために、アイティフォーは変わる。IT で変える。アイティフォー。 

佐藤：この中身にしっかり磨きをかけていきたいと思っております。 

それでは、本日の内容についてご説明させていただきます。 

 

細かい内容に入る前に、エグゼクティブサマリーということで、4 つのポイントをお話させていた

だきたいと思います。 

まず、当社を取り巻く環境でございますが、日本銀行の金利政策、特に地域金融機関様の収益が非

常に向上しております。先週から今週の頭にかけて、かなり多くの地方銀行さんが中間決算発表を

されていますが、皆さん、本当に伸ばされております。 

一方で、金利上昇により債権管理の需要が増加ということで、実はあまりうれしい話ではないので

すけど、金融機関様の中間決算の中身を見ていただくと分かるとおり、金融再生法の開示債権の件

数がじわじわと上がってきております。特に、要注意管理先等が上がってきて、与信コストもかか

ってきている状況になっています。われわれが得意とする債権管理の部分がここに強みを出せると

思っておりますが、本当に喜んでいいのかというのは難しいところがございます。 
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それから当社の業績です。これは後ほど細かくご説明申し上げますが、第 2 四半期中間決算は業績

予想を全て達成しております。併せて、通期の業績予想も本日発表させていただきましたが、変更

なしとしております。 

1 点、課題が残っております。これは受注でございます。前年同期比でかなりの落ち込みとなって

おりますが、要因ははっきりしております。ひとつが、総務省が進めております自治体システム標

準化対応に関し、大手基幹ベンダーさんを中心に大幅に延期をされていらっしゃいます。その影響

を当社も受けております。このシステム受注が低調に終わっております。 

あわせて、最近は人材確保の重点から、自治体様が BPO を 2 年契約や 3 年契約など複数年契約さ

れるケースが多々増えてきております。それでどうしても受注高に波がついてしまいます。例え

ば、昨年同期比で受注が落ちておりますが、昨年はやはりこの 2 年契約、3 年契約といったものを

多くいただいておりましたので、その反動、その影響を受けた結果、受注には課題が残っておりま

す。 

資本配分につきましては、先ほどの 15 時半という直前の開示で非常に申し訳なかったのですが、

適時開示させていただいております。約 10 億円規模の自己株買いを決定させていただいておりま

す。さらには、過去あまり公表してこなかったところですが、この本中計終了年度の 2026 年末の

ネットキャッシュ水準の目標設定を今回発表させていただきたいと思っております。 

そんな中で、本日は、業績、中計に向けた戦略、それから足元の 24 年の業績見通しの 3 つのパー

トでお話を進めさせていただきます。 
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まず、業績でございます。 

売上高 96 億 2,100 万円、営業利益 15 億 1,400 万円、中間純利益が 10 億 5,900 万円ということ

で、売上につきましては業績予想を達成しております。ただ、前年同期比も超えてはいるのですけ

ど、微増に終わっております。これは、一部金融機関向けの案件が下期に若干ずれたものがござい

ました。それらを他の事業でカバーしているのですが、微増にとどまっております。 

また、営業利益につきましては、期初の計画で業績予想を出しておりますが、これについては達成

をしておりますが、前年同期比は 90.1%ということで、減益の結果になっております。この原因は

明確で、人財への投資です。賃金アップを 2 年連続でしっかりとやっております。さらには採用・

教育に積極的に費用をかけておりますので、販管費比率は 1.3%アップしており、その結果、営業

利益は低迷しています。 

 

そのような中で、業績の推移でございますが、まず同期比の累計をご説明させていただきたいと思

います。 

前年同期の売上高は 94 億 5,200 万円です。これに対して、先ほど申し上げましたとおり、96 億

2,100 万円と微増に終わっておりますが、2020 年度以来、順調に上昇しております。 

ただ 1 点だけ、今回は売上総利益率でサンプルを出させていただいていますが、前年 37.8%が

37.0%ということで、比較的利益率の高い金融機関向けの案件が一部下期に延びたという原因によ

り、0.8%下がるような結果になっております。 
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一方、第 2 四半期だけを比較した場合、昨年が 49 億 9,100 万円、それに対して 47 億円というこ

とで、売上高自体は計画どおりではあるものの、前年からは低下していることになっております。 

ただ 1 点、公共分野の BPO は複数年のため、例えば昨年始まったものは今年が 2 年目になるので

すが、業務そのものにこなれてくるという点からコスト削減をしっかり行い、売上総利益率につい

ては、本当に若干でございますが、0.3%上向きに振れております。 
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続きまして、セグメントです。 

当社は、システム開発・販売とリカーリングの、大きく 2 つのセグメントをご説明させていただい

ておりますが、結果に差が出ております。 

システム開発・販売の売上は、前年同期 53 億 2,800 万円に対して当期は 51 億 7,300 万円、営業

利益におきましても、前年同期 9 億 2,300 万円に対しまして当期は 7 億 1,800 万円と、減収減益の

結果となっております。 

それに対し、リカーリングの売上は、前年同期 41 億 2,300 万円に対しまして当期は 44 億 4,700

万円、営業利益におきましても前年同期 7 億 5,600 万円に対しまして当期は 7 億 9,500 万円と、増

収増益の結果になっております。 

これも、ひとえに保守サービスの安定に加えてシステムの品質向上により保守原価が低下したこ

と、さらには先ほども申し上げました BPO の受注残がしっかり順調に売上に計上できた結果、こ

のような結果となっております。 

 

分野別のところも少しご説明が必要かと思います。 

これを見ていただくとすぐ分かりますとおり、主力と言われていますフィナンシャルシステムの売

上高が、前年同期比で 78.3%という結果になっております。 
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これは、実は期初の計画を立てる段階で、この上期に売上が可能な受注残から計画を出しておりま

して、中身的には計画どおりではございます。ですが、やはり主力である以上しっかりと数字の積

み上げをしたいところでございましたが、繰り返しになりますが、一部案件が下期に変更になった

結果、このような結果になっております。 

それ以外のところで、流通 EC システムは、コロナが明けて、百貨店・小売店が以前よりかなり元

気になってきております。システム投資も活発です。そういった新規のシステム販売に加えて、金

額的にそこまで大きくはないのですけど、今年ございました新紙幣対応も寄与した結果、前年同期

対比 172.5%ということで大幅に伸ばしております。 

それ以外の CTI システム、それから通信システムや決済システムは、予定どおり堅調に増加してお

ります。 

リカーリングの部分ですが、こちらはリカーリングの中でも公共の BPO が、これは繰り返しにな

りますが、受注残を順調に売上計上した結果、前年同期対比 107.2%と順調に伸ばしております。 

 

先ほど、冒頭のエグゼクティブサマリーのところで課題と申し上げました受注でございます。 

これも四半期ごとに数字を見てみたいと思いますが、四半期別では、昨年同期比 62 億 3,200 万円

の受注に対して 53 億 7,200 万円ということで、かなり落ちております。累計に関しましても、昨

年の中間決算のときには 114 億円の受注がございましたが当期は 93 億円ということで、落ち込ん
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でおります。これも冒頭の繰り返しになりますが、自治体の標準化ならびに複数年 BPO 契約の影

響でございます。 

特に BPO やリカーリング分野の保守サービス、それからクラウド等の利用料は年度契約がほとん

どになりますので、だいたい 2 月から 3 月に契約更新ということで、どうしても第 4 クォーター

に受注が集中するという偏重型になっておりますので、それらも勘案して、今年度全体の通期予想

228 億 2,000 万円の受注については達成する見込みで現在活動をしております。 

 

今までこのような資料はあまり出していなかったのですが、予想に対して実際の結果がどうである

かというところを少しお話させていただきたいと思います。半期ならびに通期の純利益の予想に対

して結果がどうであったかです。 

この上半期、中間決算も、当初計画の純利益に対して結果は 113.7%というように、見通しをしっ

かりと達成させていただいております。この勢いで、過去から含めて下回ったことはございませ

ん。なかなか厳しい状況ではございますが、今期通期においてもしっかりと皆様のご期待に応えら

れるように利益を出していきたいと考えております。 

簡単ですが、第２四半期の業績の説明は以上となります。 
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いくつかトピックスがありますので、せっかくの機会ですのでお話させていただければと思いま

す。 

主力である金融機関様向けの「SCOPE」という審査システムですが、これはもともと地方銀行様

がほぼメインのお客様でございましたが、信用金庫様で初めて採用され、稼働しております。これ

は岐阜県にございます岐阜信用金庫様で初の取引となっております。 

実は岐阜信用金庫様からご決定いただく 1 年前から、同じ地元の岐阜市役所様で当社の BPO 業務

が採用され、ご利用いただいております。そういった評価を踏まえて、当社をご評価いただいて、

ご採用いただいたということで、公共システムからフィナンシャルへの横展開につながったひとつ

の事例でございます。 

2 つ目は、これも奇しくも同じく岐阜県でございますが、高山市様で催告業務の業務受託をさせて

いただくことになりました。こちらも高山市に飛騨信用組合様という信用組合様がございますが、

実は 6 年前から、私どもの決済システム事業部でやっております「iRITSpay」という決済端末を

導入いただいております。端末と、それらを繋ぐクラウドサービスです。 

飛騨信用組合様は、地域で、さるぼぼコインという独自の QR の地域コインをされていらっしゃる

のですが、それだけではやはり集客力が弱いということ、さらに高山市は外国人観光客も非常に多

いところでございます。そこでマルチ決済端末が必要だということで、6 年前に当社のサービスを

ご採用いただきました。そのような実績も踏まえて、今回高山市様からご採用いただきました。こ

れは決済システムから公共の BPO につながっていった、という事例となっております。 
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先ほど岐阜信用金庫様のお話をしましたが、実はその後すぐに、京都にございます京都中央信用金

庫様でも、この審査システムとその前工程の「WELCOME」という、これは Web の受付なのです

が、ご採用いただいて稼働しております。 

もともと信用金庫様は、どちらかというと足で稼がれる、お客様に訪問して取引をしていくところ

が主流でございましたが、やはりこの時代の流れで DX 化ということで、信用金庫様のお客様もや

はり非対面化を望まれてきております。京都中央信用金庫様は、そういった流れにしっかり乗って

いこうということで、当社のシステムをご採用いただきました。 

地方銀行以外の金融機関様への広がりも多くございます。実は、京都中央信用金庫様、ならびに岐

阜信用金庫様が先行で稼動されたおかげで、同業の信用金庫様から多数のお問い合わせをいただい

ております。われわれはそれにしっかりと応えていきたいということで取り組んでおります。 

次に、アウロラ債権回収様というサービサー様でございます。先ほども金融再生法の開示債権が増

えるというお話をさせていただきましたが、サービサー様には、フィナンシャルシステム事業部の

「サービサーTCS」という、業務パッケージをご提供しておりました。そこに対して、今回は CTI

システム事業部が提供しております「CXone」というフルクラウドのコールセンターシステムをご

導入いただきました。 

自社で機械を持たなくてもいいということが特徴です。これまでは、PBX といったものを自社で

置かれてコールセンター業務を行うケースが多かったのですが、今の世の中、電話だけではなくメ

ール、チャット、そこに対して裏では AI が動くようなマルチチャネルのコールセンターが必要に
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なります。そういったものも見据えて、このフルクラウド型のコールセンターシステムプラットフ

ォーム「CXone」をご採用いただきまして、ここも同業他社様から引き続き引き合いをいただいて

いる状況になっております。 

 

それから、先ほどから延滞債権が増えるというような話をたくさんして大変恐縮ですが、債務整理

デジタルプラットフォームというものを発表しております。 

債務整理にあたって、法律事務所と特に金融機関様で、受任連絡や債権届など様々な続きがござい

ます。これは基本的に、従来は電話、FAX、それから郵送、もしくは手渡しでのやり取りしかござ

いませんでした。特にこの 10 月から郵便代も上がっております。手渡しにするにしても人がいま

せん。そういった中で、SaaS 型のプラットフォームで、データのやり取りだけでこの債務整理を

進められるというものを、来年の 1 月に正式リリースをさせていただきます。それに先立って、先

行で特許も取得させていただきました。 

これからは、債務整理の業務効率化に関する支援を更に強化していく、更には破産が目的ではな

く、いかに再生を進めるかという支援についても、我々も一緒になって法律事務所と金融機関様を

繋いでいきたいということで取り組んでおります。 

また、これは社内の取り組みになりますが、5 月の前期決算説明会の際に初めてお話しました、コ

ーポレートベンチャーキャピタル（CVC）運営の推進を、今加速度的に推し進めております。今日

の時点では、細かなご説明ができる段階にはまだ至っておりませんが、次回の決算説明では何かし

っかりとご説明できる材料が出来るというスケジュール感で、現在動いております。これは、あく
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までも事業シナジーを目的に、このような取り組みを推進していこうということで動いておりま

す。 

 

続きまして、FLY ON 2026、中期経営計画の最終年度達成に向けた戦略でございます。 

事業戦略です。これは顧客深耕・顧客基盤の拡大ということで毎回お話させていただいているので

すが、現在地方銀行様が今 99 行ございまして、よく私どもは 75%のシェアを持っているというお

話をしていますが、逆に皆様方からは、であれば残り 25%の成長余力しかないのではないかとい

うお話をよくいただきます。ここでは、そうではないというお話を今日はぜひさせていただきたい

と思って、これを出しております。 

例えば、債権管理においては 75%のシェアですから残り 25%ですが、先ほどの審査システムの

「SCOPE」や個人信用情報、Web の受付など、それぞれのプロダクトひとつずつに対して、掛け

る 99 のマーケットがございます。 

ただ、来年 1 月にも地方銀行さんで経営統合を予定されているところがございますので、99 では

なく、われわれはここ 2～3 年で 90 行ぐらいに減る可能性はあるという前提の中でプロダクトの

数を掛けていくと、成長余力としてはまだ約 6 割の余力を残しております。さらに、そこに今まで

手がけていない領域のプロダクトを投入することによって、それら全てがわれわれの成長余力とい

うものになっていきます。 



 
 

15 
 

また、右側のほうですが、地方銀行様以外に、先ほどの信用金庫様も 1 つですが、ノンバンク系で

かなりの数のお客様がいらっしゃいます。その大多数が、実は債権管理システムしか入っておりま

せん。そこに対して、与信系の業務やそれ以外の BPR を提案する余地がまだ非常に多く残ってお

ります。実際、ここに 58.8%という独自の調査の成長余地を書いておりますが、こんなものではな

い、ということで今取り組みを進めております。 

 

プロダクトの横展開ということも積極的にやっております。 

この事例はわかりにくいかもしれませんが、下の青いところがフィナンシャルの顧客基盤になりま

す。その上に、先ほどのアウロラ債権回収様の事例のように、「CXone」を追加で導入いただく、

さらにサービサー様はやはり機密情報を扱っていらっしゃいますので、サイバーセキュリティの仕

組みをさらに追加していくというようなかたちで、ひとつの顧客基盤に複数のプロダクトをどんど

ん入れていくという活動もしております。 

この白地になっているところは、フィナンシャルシステム事業部のユーザーではないところです。

ここにはわれわれが一番得意としている債権管理が入ればいいのですけど、それ以外にも、新たに

取り組んでいる例えば決済プロダクト、キャッシュレスが、当社のフィナンシャルのお客さんでは

ないところに実際に入ってきています。ここはさらに深掘りをして、われわれの得意な債権管理の

ユーザーさんになっていただくなど、そういったかたちでプロダクトの横展開も積極的に実施して

おります。 
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それから、これもクロスセルということで、本決算のときにご説明申し上げました。 

フィナンシャルシステムは、実は今まで 47 都道府県のうち 46 というお話を過去にしていたので

すが、これは銀行以外の保証会社さんなどの数も入れていたため、今回から明確にしました。47

都道府県のうち、銀行、いわゆる本来の金融機関様に入っている都道府県の数で示そうということ

で、現在 44 でございます。公共は 29 都道府県。それ以外の流通、CTI、通信、決済とあります

が、ここにおいてもまだまだ開拓の余地を残しております。 

先ほど岐阜信用金庫様、それから高山市様のお話をしましたが、残念ながら流通のほうは、岐阜県

が全国で 4 番目に百貨店がなくなりました。残り 43 ですが、それでもまだ 43 の余地はありま

す。そういったところにまだまだ入りきれておりませんので、そこを地域内での情報をしっかり集

約して、その地域のためになるような積極的なアカウントセールス体制をさらに強化したいと考え

ております。 
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事業戦略では、地方創生ということに非常に力を入れさせていただいております。 

今年も、10 月に九州で行われましたマイナビのツール・ド・九州 2024 に協賛しました。去年に引

き続き 2 回目なのですが、実は去年は正直協賛だけで終わっていました。ただ、やはりそれだけで

は地方とのつながり、地方の皆様が何をお考えになっているか十分把握できていないところがござ

いましたので、今回は一歩踏み込みました。 

今回、ツール・ド・九州のイベントの中で、高校生と対談させていただきました。高校生の方と、

具体的に子育て支援と空き地を使ったイベントの活性化というテーマで討論会をしたのですけど、

地域の高校生の方も本当にいろんなことを考えています。逆に言えば、そのひとつひとつがわれわ

れの今後のビジネスの大きなヒントになっております。そのいただいたヒントを地方に何らかの形

で、これはシステムなのかサービスなのかいろいろ手法はございますが、それで戻していきたいと

考えております。 

社名を出してお金を出すだけではなくて、やはり IT 会社ですので、これも電子スタンプラリーと

いうものを会場の中でさせていただきました。これは独自開発したものです。そこで皆さんにいろ

いろ動いていただいてスタンプラリーを取っていただくのですが、地元の農家さんが作られた作物

などを当社が買い上げさせていただいて、景品として九州の特産品をブースで配布させていただい

たりもしました。 

さらに、出展ブースはけっこう多かったのですが、他の出展者の方たちも、やはりそのような出展

ブースだからこそですけど、なおさら求められるのはキャッシュではなくキャッシュレスです。そ
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ういったニーズが高くございましたので、私どもはこの大会の開催期間中、キャッシュレス決済端

末を無償で提供させていただきました。 

 

次に人財戦略ですが、これも大きなポイントになろうかと思います。 

前年決算で、開発に関与した売上金額に対してエンジニアの人数で割りますと、エンジニア１人当

たり大体 3,100 万円ぐらいの売上規模を当社は持っております。この水準でこの中計を進むという

ことで計算しますと、この計画を達成する上では、単純ですけれども 64 名不足してまいります。

それに対して当然ながら新卒の採用を強化しております。 

また、プロ人財ということで、中途等もしっかりと確保して、この 26 年度の売上を達成できるよ

うな人財面の体制強化をしております。 

それから、26 年度のこの時期には間に合わないと思うのですが、１人でも優秀な方に当社を知っ

ていただきたいということも含めて、実は大学の生協さんの学食の割引券をアプリで配布しており

ます。その割引券を使うと当社の名前が出るというものです。やはり学食を使うのは大学 1～2 年

生の方が多いですから、そういったところにもそのようなご支援をしながら、当社のことを知って

いただくことで、将来的な人財確保のための活動も、現在させていただいております。 

また、マネージメント教育も力を入れております。PMP の資格を、エンジニアの母数に対して最

低 20%以上確保していこうということで努めております。この PMP の資格取得者によるプロジェ

クト運営によって、プロジェクト品質をしっかりと確保・向上させることが一番の大きな目的では
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ございますが、その結果、必ずつながってくるのが利益率の向上ですので、このマネージメント教

育にも力を入れております。 

 

次に株主還元でございます。 

冒頭もお話させていただきましたが、自己株買いを約 10 億円程度実施することを決定しておりま

す。また、これも本日発表しており、もともと予想でも出しておりますが、昨年 40 円から今年 50

円の増配、ならびに中間配当・期末配当の 2 回の配当に変更しております。 

現在の 2024 年度の通期業績予想値に照らし合わせて今回の自己株買いを含めますと、総還元性向

で 70%を目指しますということでやっておりましたが、この水準でいきますと 85%前後の水準ま

で引き上げられるかたちの見通しで動いております。 
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次に資本配分です。 

現金及び預金、有価証券等を含めて約 140 億円ございます。それに対して、この 3 年間の営業キ

ャッシュフロー、資本配分の予定額のキャッシュイン・キャッシュアウトについて、前回の本決算

時にご説明させていただいておりました。 

そして青いところの株主還元で、今回は自己株買いを発表しております。さらにここに、先ほど申

しました CVC、ならびに少し時間を要しておりますが、M&A 関連をしっかり現中計で実施したの

ちに、26 年度末にはネットキャッシュの水準を 80～90 億まで圧縮する目標でしっかりと取り組み

をしていきたいと考えております。 
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最後に、足元の 24 年度の業績見通しになります。 

上期、中間決算は、この売上・各利益は予想に対して全て 100%を超えることができました。この

勢いそのままに、年間を通しても売上で 220 億円、営業利益、経常利益、当期純利益についても

ここに書いてありますとおり、38 億円、38.5 億円、27.5 億円ということで、当初の業績予想から

変更なしでしっかりと取り組んでいく次第でございます。 

以上で私のご説明は終わりますが、この資料の 28 ページ目以降に、よくご存知いただいているか

と思うのですが、当社の会社概要や取り組みについての資料を掲載しておりますので、お時間のあ

る時にぜひご覧いただければと思います。 

少し駆け足になってしまって申し訳なかったのですが、私からのご説明はこれにて終了とさせてい

ただきます。 

【注意事項】 

 本資料に記載の内容は、フェア・ディスクロージャー・ルールの観点から、株式会社アイティフォー 

2025 年 3 月期第 2 四半期決算説明会の質疑をもとに、当社の文責により趣旨を要約（順序不同・補足・補

正）したものです。その情報の正確性・完全性を保証するものではなく、今後予告なく変更される可能性が

あります。なお、本資料に記載されている業績見通しや将来予測などに関する記述は、当社が開催時に入手

していた情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を約束する趣旨のもので

はありません。また、実際の業績は経済情勢等、様々な不確定要因によりこれらの予想数値と異なる場合が

あります。 

 


